チャランケ通信　第31号　2013年9月23日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前内閣官房参与　峰崎直樹
　アベノミクス、一見すると順調に見えるのだが…。
　さて、アベノミクスが一見すると順調に進んでいるように見え、更に2020年オリンピック・パラリンピックの東京招致が決まったこともあり、経済の先行きには楽観ムードが漂いつつあるように思われる。異次元の金融緩和政策の結果なのだろうか、為替相場が円安に振れ輸入物価の上昇によるコストプッシュ型のインフレへと進み始め、最新の8月の消費者物価の動きは、今週末の金曜日に公表となるのだが、今のところ一番新しい数値は7月の全国で、対前年比0,7％と2か月連続してプラスになっている。9月9日公表された4~6月期のGDPの伸び率は、速報値から上方修正され、年率換算で実質3,8%となっている。1~3月期の伸びも実質で年率4,1%だったわけで、2期連続して高い成長率を実現できている。もちろん手放しで喜んでばかりいられないのは、成長率を押し上げている背景には、個人消費の伸びや公共事業の拡大があり、それらは株価の上昇による資産効果や来年4月からの消費増税の前の駆け込み需要といった要因が大きく、一番のけん引役となる設備投資や賃金水準の上昇にまでは至っていないのだ。
　どうやら決断へ、来年4月から消費税の8%への引き上げへ
　　それにしても、どうしてこんなに露骨な企業支援策なのか
この数値を前にして、来年4月からの消費税率の5%から8%への引き上げは当然のことと思いきや、60名近い有識者を集めて連日消費税率の引き上げについての見解を求めるなど、慎重なうえにも慎重な姿勢を取り続けてきた。どうやら10月1日には、総理は来年4月1日からの消費税率の引き上げを決断するようだ。かねてより一番気にしていた、当日発表になる日銀短観の数値を見ての判断になるのなら、翌日でもよさそうなものだが…。
　そこで、来年4月の引き上げに伴う景気への影響を避けるべく、様々な景気対策が浮上してきている。特に安倍総理は、法人税の引き下げを強く求めており、すでに復興財源の一部になっていた法人税を1年早く前倒しで引き下げることを決め、更には投資減税を求めるなど、法人に対する様々な優遇措置を用意しようと指示している。余程5月にアベノミクス第3の矢を記者会見した際、株価が上昇どころか下落したことが身に応えたのだろうか、マーケット関係者の間で織り込み済みとされていた法人税率の引き下げが無かったことを深く反省して、強く打ち出しているのだろうか。
　デフレ脱却には賃上げが不可欠、経済界は納得しているのか
　もう一つの問題は、デフレからの脱却にむけて、賃金水準の上昇が無ければ物価だけ上がって生活水準の低下に伴う需要の減退が景気の落ち込みをもたらし、景気上昇によるデフレからの脱却に繋がらないわけで、政府として経済界に対して賃金の引き上げを求める動きとなって顕在化してきた。経済界としては、賃金水準を引き上げることには、国際競争力と言う点でなかなか引き上げることを渋っているわけで、政・労・使の話し合いがもたれたものの、それほどうまく話は進んでいないようだ。政府ができることは、最低賃金の底上げぐらいだと思うのだが、なぜかそれは出てきていない。
　甘利大臣のグッドアイディア、法人税減税分の利用実績公表案
　そこで出てきたアイディアは、法人税率の引き下げを始めとする法人の税負担の削減と労働者の賃金の引き上げをセットで求めていくために、企業ごとにその減税分利用実績を公表していこうとするものである。朝日新聞の9月22日付朝刊の一面の報道記事に注目した。見出しには「法人減税分使途『公表を』賃上げ狙い　政府、企業に要請へ」とあり、法人税減税に対して「消費増税したお金を企業優遇に回している」との批判をかわすために、減税分を賃金に回すよう企業に促す狙いがあるもののようである。この話の出所について、報道では
　「安倍晋三首相、麻生太郎財務相、甘利明経済再生相が20日、首相官邸で経済対策について話し合った際、甘利氏が『税負担が減った分をどこに使ったか、企業に発表させる方法を考えたい』と提案した。複数の政府関係者が明らかにした。」とあり、さらに「この提案を受けて内閣府などが検討に入った。まずは10月以降、政府、経済界、労働界の代表が集まる『政労使会議』の場で、経団連、日本商工会議所など経済界の代表に対し、公表を要請する方針だ」と具体的になろうとしている。もちろん、経済界は反発するだろうが、政府内では義務化も検討されているとのことだ。
　忘れていませんか、甘利大臣　「租特透明化法」から企業名公表の削除したことを
ここで提起されていること自体には、何の異論はない。ただ本当に実現できるかどうか、と言うことだけである。一般的に言って、賃金の引き上げに結び付かない限りデフレからの脱却は出来ず、物価が上がったと言っても先に見た如く、ただ単に円安に伴う輸入物価の上昇によるコストプッシュインフレであり、いわば悪い物価上昇になるだけである。さすがに、消費増税をしながら、法人税を引き下げると言う露骨な企業擁護の姿勢にたいして怖気がついたのか、減税する分をどこに使ったかを明らかにさせることを明示させ、できれば賃金水準に回すよう企業側に促すことを狙っているのだ。
　このアイディアについて、なかなか興味深く読ませていただいた。というのは、実はこれとよく似たアイディアを租税特別措置透明化法(2010年3月成立)という民主党政権になってできた法律がある。もともとは、野党時代の民主党の中で、小生を中心に民主党税制調査会のメンバーが、議員立法として作った法案がベースになっている。租税特別措置があまりにも肥大化・複雑化し、一体何のために租税特別措置があるのか、どんな効果が上がっているのか、どれぐらいの企業が利用しているのか、等要求官庁にヒアリングをしても実情をつかんでいない例が多く、対象を法人だけに絞ってどのような実態になっているのか、その利用実績を調査しようとする法案であった。問題は、その透明化の一環として租税特別措置ごとに、たとえば研究開発税制では利用率上位10~20社程度の企業名を公表することにしていたのだが、経済界や経済産業省などの反発はまことに激しく、議員立法時代には廃案、与党となってようやく成立はしたのだが企業名の公表には至らなかった次第である。
　政労使会談で、企業減税分の利用実績の公開を決めてはいかが
　今、安倍政権の下で、法人税率の引き下げによって「税負担が減った分をどこに使ったか、企業に発表させる方法を考えたい」と甘利大臣が提案したと報道されている。大いにやって欲しいと思う。ただ、租税特別措置ではその適用実績で企業名公表を拒否してきた自民党が、果たして法人税率の引き下げ分の利用実態を公表することに賛成するとは驚き以外の何物でもないのだ。悪い政策から良い政策へり転換は歓迎すべきだろう。この点は、コーポレートガバナンスの改善にもつながる重要な点であり、是非とも法人税減税を求める経済界は受け入れて欲しい。
租税特別措置の利用実績の企業名公表に反対したのは、経済界や経済産業省だけではなかった。なんと、民主党議員も反対に回った者もいたし、国会で参考人として意見を求められた「御用」学者の中には「企業の投資戦略に悪影響がある」と露骨に反対論をぶった方もおられるた。それだけに、今回の甘利大臣の提案が直ちに実現できるとは思わないものの、政労使会談の場で少なくとも労働組合側は政府を応援する側に回って欲しい。
租特透明化法を改正して、利用企業名の公開をするべきだ
　さらに言えば、租税特別措置透明化法に基づく年次報告は、昨年から始まり今年で2回目の報告書が出てくる。是非とも、利用実績の上位10社くらいは企業名を公表する法律改正を政府、あるいは与党側は直ちに進めて欲しい。自民党・公明党が賛成すれば、すぐにそれが実現でき、透明度が増すことは言うまでもない。租税特別措置が特定業界や特定企業だけの優遇措置であるわけで、公平性と言う点で問題を持ちながらもそれ以上の政策上の効果があると認められているわけで、いわば［隠れ補助金］として、今や止めどもなく拡大し続けてきた代物なのだ。
　ちょっと横にそれてしまったが、大変重要な問題と認識しているが故に、あえて問題指摘した次第である。
　安倍総理、消費増税は景気に打撃を与えるだけですか、
　　　社会保障の安定、財政規律の回復に考えを及ぼしてください
　それにしても、安倍総理の消費税引き上げについての余りに慎重な姿勢には、驚きすら覚えてならない。デフレからの脱却には増税は禁物、と言うことを意識しているのだろうが、財政の現状を考えたとき、日本経済の一番のウイークポイントは金利の上昇なのだ。GDPの2倍以上の赤字を抱えてなおかつ長期国債の金利が1%を割っているのは、ユーロやドルの評価があまりにも悪すぎることによる相対的な評価で円が買われていることもあろう。それ以上に、日本の国民負担率の低さ、とりわけ租税負担率が先進国の中で一番低く、特に税収調達力に優れた消費税率が5%と最低であるが故に、やがて政府によって租税調達力の回復が進められるだろうし、現に三党合意で5%から10%へと段階を追って引上げが法律化されたことを評価しているからなのだ。
にもかかわらず安倍総理は、来年4月からの消費税率の引き上げは認めたようだが、2010年10月からの10%への引き上げには再検討する意向を昨日のテレビでの発言で明確にした。2020年のプライマリーバランスの黒字化と言う目標はどうしたのか、やはり財政に対する危機意識の欠如こそがアベノミクスの最大のリスク要因なのかもしれない。
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